
















































本研究の概要 

日本母性保護医協会では,1980 年から自主的に妊産婦死亡症例を全国支部組織を通じて登

録・調査を行うことを事業として継続してきた。その方法は,全国各支部に調査担当をおき,

妊産婦死亡の症例発生に応じて,予め送付しておいた調査票に記載して本部に送付すると

いう,「留置き調査」方式である。送付された調査票は,本部役員を中心とした委員会にお

いて,個別にあらためて検討し,その原因・背景因子の分析作業を行っている。そのために,

症例の経過を要約する経過表(表 1)をつくり,集計にはこれを利用している。 

本研究においては,平成元年度より 3年間において登録された 100 例について,詳細な検討

を行ったが,集計としては,これ以前からの蓄積された症例 309例を加えた計 409例につい

てのものとした。わが国において最近このような多数例にもとずく検討は得られておらず,

貴重な資料を提供することになったものと考えられる。 


